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各　　位

旭化成株式会社
旭化成ケミカルズ株式会社
米国における連邦集団訴訟の和解について

旭化成株式会社（本社：東京都千代田区　社長：蛭田史郎）および旭化成ケミカルズ株式会社（本社：東京都千代田区　社長：藤原健嗣）（以下あわせて「当社」）は、微結晶セルロース（以下「ＭＣＣ」）に関する当社と米国ＦＭＣ社（以下「ＦＭＣ社」）との間での違法な市場分割合意により損害を被ったと主張する原告団により、米国連邦地方裁判所に提起されている集団訴訟において、本日原告団と和解契約を締結いたしましたので、お知らせいたします。

当社は、違法な市場分割合意は一切存在しないと確信していますが、この集団訴訟を継続した場合に見込まれる費用負担やリスク、またＭＣＣ事業の今後の展開の環境整備のため、和解を受け入れることが最良の選択であると判断しました。

なお、この和解は裁判所の最終承認を経て正式に発効することとなります。

１．
和解の内容

　当社は、和解金として２５百万米国㌦（約２６億円）を原告団に支払う一方、この和解が裁判所の最終承認を受けますと、当社に対する原告団の訴えが棄却されるとともに、原告団から離脱する手続をしなかったＭＣＣの直接購入者は、今後本件に関してあり得べき当社グループに対する一切の請求権を放棄することとなります。　なお、当社は原告団の主張する違法行為の存在を一切認めない旨、契約上明記しております。

２．
訴訟および和解の経緯

当社およびＦＭＣ社は、１９８４年から１９９７年までの間、ＭＣＣに関して米国反トラスト法に違反する市場分割を行っていたとの嫌疑により、１９９８年に米国連邦取引委員会（Federal Trade Commission 以下「ＦＴＣ」）による調査を受けました。当社・ＦＭＣ社とも違法行為の存在は一切認めておりませんでしたが、問題の早期解決を図るため、２０００年１２月に反トラスト法遵守の誓約等を内容とするＦＴＣの同意命令にそれぞれ署名し、これによって同調査は終結しました。

この同意命令の公表を受けて、２００１年１月以降、当社およびＦＭＣ社に対して損害賠償を請求する複数の集団訴訟（民事訴訟）が米国で提起され、このうち連邦地方裁判所における訴訟については、ペンシルバニア州フィラデルフィア市所在の連邦地方裁判所に統合された後、２００３年
８月、同裁判所による集団訴訟認定を経て、昨年１１月まで事実に関する証拠開示手続が行われてきました。当社は、証拠開示手続終了と前後して原告団と和解の道を探ってまいりましたが、このたび合意に至ったものです。

３．
和解についての考え方

当社は原告団の主張する違法な市場分割合意は一切存在しないものと確信しておりますが、このまま本集団訴訟を継続した場合に見込まれる訴訟費用負担、人的資源の空費、陪審裁判の結果予測困難性、および万一敗訴した場合のリスク等を勘案し、代理人である米国法律事務所とも十分に協議した上で、この和解に応じることにより、ＭＣＣ事業の新たな展開に注力できる環境を整えることが最良の選択であると判断したものです。

４．
業績に与える影響

今回の和解金は、２００５年３月期連結決算において特別損失として計上いたします。これによる今期の業績見通しへの変更はございません。

５．その他

　本件訴訟については、第１１３期営業報告書、平成１６年３月期連結決算短信、第１１３期有価証券報告書および第１１４期半期報告書にて情報開示しております。
以　上
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